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地域懇談会、コミュニティ道路掃除などの地域活動は地域の維持発展に大きな役割を果たす。近年の中山間
地域における高齢化や少子化に伴い地域活動を維持するための十分なコミュニティネットワークを維持できな
くなっている。このような状況の中で、どのように中山間地域の地域活動の持続可能性を保障することができ
るのか。地域活動を維持するメカニズムを考察しなければならない。本研究では、地域活動の一つの原動力と
して地域住民同士の相互作用について注目する。相互作用は距離的な関係だけでなく心理的・機能的関係、い
わゆる社会的連帯の観点に基づいて相互作用の働きを検討する。そのために、本研究では空間相関を考慮した
離散選択モデルを用いて地域活動の参加選択行動と地域住民の間の社会的連帯の関係を考察した。MCMC手法
を用いて社会的連帯（ソーシャル・キャピタル）の影響を明らかにした。最後に、この結果を踏まえ中山間地域
における地域活動の維持発展のための政策的示唆を論じた。
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1. はじめに

自治会や環境活動など地域住民により協働生産・消費

される集合的活動（以下から，地域活動と称する）は，

地域の維持・発展に欠かせない重要な役割を果たして

いる．地域活動の協働生産・消費のポテンシャルとして

地域愛着やアイデンティティなどコミュニティのソー

シャル・キャピタルの重要性が指摘されている1)2)．中

山間地域に住む住人は地域というコミュニティ内におい

ても職業，年齢といった細分化されたコミュニティ(グ
ループ)に属する．これらの細分化されたグループは他
のグループとの交流により互いに影響を与え合ってい

る．コミュニティのソーシャル・キャピタルが，人々に

地域への誇りや愛着を持たせ，地域の人たちにとって

共に生きがいのある生活空間を作り出すための様々な

集合的活動を促進する役割を果たすと期待されている
1)．

中山間地域では，従来主として地理的な相互関係に

基づいて地域活動が行われてきた．すなわち，空間的に

近い距離にいる人間同士の行動が双方向的に影響を与

え合う効果（空間的自己相関）が働いていた．しかし，

最近の過疎化・高齢化により，地域活動の協働生産・消

費を実施する母体が高齢化・収縮し，近隣に基づいた

地域活動を維持することが難しくなっている．そのた

め，地域を維持するための地域活動を存続させるため

にコミュニティのソーシャル・キャピタルと地域活動と

の関係に関する知見を得ることが重要な課題である．

そこで本研究では，地域活動とコミュニティのソー

シャル・キャピタルとの関係を計量的に分析すること

を目的として，空間相互作用モデルを構築し，住民間

の交流関係の深さが地域活動の参加行動に影響を及ぼ

すという仮説を検証することを試みる。以上の目的の

ためにまず住民間の交流の深さが家計の活動参加選択

選択に影響を与えているかを明らかにし，地域活動の

維持のために果たす役割を明らかにする．そのために，

日南町の事例を対象として実証分析を行い，空間相互

作用モデルの適用可能性を検証する。そのために，２

では文献レビューを通じて，地域活動の参加選択にお

けるネットワークの外部性として，空間的自己相関の

効果を論じる。３では，空間的自己相関を考慮した地

域活動の参加選択モデルを提案する。そしてマルコフ

連鎖モンテカルロ法を用いたモデルの推定方法につい

て論じる。４では，日南町の事例に適用し実証分析を

行う。最後に，政策的含意と本研究で提案するモデル

1



の適用可能性や課題について論じる。

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 地域活動とネットワーク外部性

地域活動には，ネットワーク外部性が働いている．ネッ

トワーク外部性は，外部性の一つであり，技術的外部

性とも呼ぶ．一般に外部性は，技術的外部性と金銭的

外部性と大きく２種類に分類される3)．外部性は，「ある

人の行動が他者の行動に影響を与える」という戦略的

補完性の概念を含むが，技術的外部性は，他者の技術

的状況や好みを変化させる行動によりおこる外部性と

呼ばれる一方で，金銭的外部性は関連した市場の商品

やサービスの値段に影響を与える行動によりおこる外

部性と呼ばれる．

本節では，地域活動におけるネットワーク外部性の

働きについて論じる．ネットワーク外部性とは，「同じ

財・サービスを消費する個人の数が多ければ多いほど，

その財・サービスの消費から得られる効用が高まる効

果」をさす．4)　地域活動も同様に，ある地域活 動に

参加することによって得られる効用は，その活動を一

緒に消費する他人の存在に依る．他者の人数にもよる

が，他者との相関関係に大きく依存する．つまり，地

域活動は一種のネットワーク依存型サービスであり，自

給自足できないものである．ネットワークチェインの

力は，人々が輸送機関やインターネットといったネッ

トワークサービスを使えば使うほどより多くの人が市

場に加わろうとする，密集した市場メカニズムの正の

フィードバックに由来する．このように人々が地域活

動に携われば携わるほど，その活動は資源を交換する

ために必要な個人のコストと努力が少なくなることや

その活動の新たな価値を生むことでより楽しくより費

用効果があるものになるだろう．同様に，少ない人数

が携わる地域活動はより価値が下がり，参加者にとっ

てより楽しくなくなり，より費用効果のないものにな

る．このようなネットワーク外部性の正/負のフィード

バックは参加者と非参加者の間の行動の相互作用から

得られる．

他者の数だけでなく，他者の属性や好みも一つの大

きな影響要因である．Dasgupata5)は，近所の住民の属

性や好みがある世帯の選択に影響を与えることを指摘

し，出産や居住地の選択の例を挙げた．もしその家計

が大家族に対して好意的であるような地域に住んでい

たら，似た人々がその地域に住もうとするだろう．なぜ

なら，出産に対する好みが内生的に自分自身を分類し

ているからである．出産に対する好みが似た隣人はコ

ミュニティの育児をサポートする活動にいい影響を与

えるだろう．もしより多くの育児活動が増えれば，出

産の好みがより高い人たちがそのコミュニティに住み

たがるようになる．とくに中山間地域の住民は面と向

かった近所関係や同種の近所関係のために，近隣住民

の選択の影響をより受けやすい．多くの社会科学者や

経済学者は，近隣の間でのネットワーク外部性を模倣行

動（imitation behavior）とも説明してきた6)，7)，8)，9)．

近隣住民の地理的集中も地域活動の重要な要因の一つ

である．空間や内生的な集団での適切な近隣ネットワー

クは自己強化を持続させる．これはネットワーク外部

性の正のフィードバックであり，正の空間的外部性また

は近隣外部性とも呼ばれる．これもそれらの性能を支え

るための内部の一貫性を保証する限界の規模，つまり

有効的な最小な規模によって影響を受ける．Serrano10)

は限界の規模が２つの補足的な考えをまとめているこ

とを指摘した．１つ目は，活動に集中したリーダーの権

限を移すための最低限の水準と，２つ目は人々の権限

拡大のための細かいプロセスの統合の最適な水準であ

る．これら両方は財やサービスを生産し，分配する経

済の最適水準の問題に関係する．反対に，ネットワー

ク外部性には負の効果もある．隣人がいなくなる場合

を考える．最近の農村地帯の過疎化や高齢化は模倣行

動，つまり近隣に依った行動選択の基準点の損失につ

ながる．このような状況では，住民は伝統的なライフ

スタイルを普段通り，暗黙のままに手にすることは簡

単ではなくなるだろう．つまり，将来のライフスタイ

ルを計画することが難しくなる．この問題はコミュニ

ティ活動の衰退につながる．そのため，近所関係を作

り直し，将来のライフスタイルを考えるための基準点

を見つけることが必要である．貧困層の集中と高齢化

の集中についても考える．貧しい家庭は地価の影響に

より，町の中心地から離れた周辺地に居住する．就業

していない高齢者の家庭も同様であり，その数は増え

ている．これらが住居的孤立につながる．他者とのつ

ながりが弱い集団はコミュニティ活動の維持に負の影

響を与え，グループのつながりの弱さは新しい機会や

必要事項の情報の入手が困難になる．

ネットワーク外部性の問題点は，ソーシャルキャピ

タルの負の効果として理解できる．コミュニティ参加

は必然的に画一化を求める．小さい村や町では，すべ

ての隣人がお互いのことを知っており，社会を管理す

る形のソーシャルキャピタルのレベルは，強くなり，個

人の自由をかなり制限する．これが若者や独立したい

と考える人が町を去る原因である，と Portes11)は言う．

過疎中山間地域では，規模を保つことができなくなっ

たことや，集団の規範をメンバーに課すことによる多

くの損失により，多くのコミュニティ活動は衰退してき

た．規模は適切であっても，若いリーダーへの権利委

譲の失敗や，閉ざされていて特別な統治システムは年
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老いたリーダーの重荷を増やす．中山間地域における

最近の高齢者に偏った年齢構成と人口減少は，コミュ

ニティ活動を継続する際のサイズの縮小や，ネットワー

クの強さを弱めることを引き起こす．このような状況

において，活動は強力な力をもち，コミュニティの主な

活動になるが，その存続性は確かではない．隣人との

ネットワークの負の効果に打ち勝つためには，必要な

技術を教え監督することによるつながりの弱いグルー

プの能力育成や，ネットワークの強さを考慮しての構

造を修正を促進することが必要である．Embeddedness
（ネットワークの埋め込み）は負のネットワーク外部性

によるコミュニティ活動の失敗に対処するための一つ

の方法である．

Embeddednessはネットワーク外部性の正のフィード
バックを確実にするためのネットワーク損失を補うため

に Granovetter12),13)によって提唱された．彼は，コミュ

ニティ内での長い付き合いは，不正行為を未然に防ぐ

だけでなく，より純粋な権限関係を築くための行動規

範を生み出すと説明する．彼は，社会構造は，交流行

動と対人関係に影響を与え，時には囚人のジレンマを

取り除くと主張した．人々の間の高密度に編まれたネッ

トワークのように，彼らは，不正行為の事例に関する

情報の速い広がりによって簡単に管理されるはっきり

定められた行動規範を生み出す13)．そして，複雑な市

場の取引は「人間の生活には他者の死が必要となる状

態（Hobbesian state of nature）」に近く，階層的な構造
の中で内面化することでしかそれを解決することがで

きないと言及した．彼は関係的な側面と構造的な側面，

Embeddenessの２つの側面を定義した．

関係的な Embeddenessはコミュニケーションを促進
し，信用や信頼，情報交換のような２者の間で交換さ

れるものの質を保つ14)．関係的な Embeddednessと繰
り返される業務は長期間の頻繁な特定の個人の内部で

のコミュニケーションを必要とする．またネットワー

クの関係的 Embeddednessはメンバーの行動規範の相互
観察の方法とその行動についての情報を提供すること

を意味する．ネットワークのメンバーが規範の違反を

発見すると，彼らは順法を守らせるために集団での処

罰を行おうとする．15),16) それゆえ，活動がより高いレ

ベルに変わるためには個々が「自発的で負担の少ない」

努力を重ねることが重要である．関係的 Embeddedness
はボトムアップ式の道徳性とコミュニティメンバーの行

動の継続に結びつく．規範の内面化はそのような自発

行動を可能にする．Coleman17)は規範と制裁の分析に

おいて，ソーシャルキャピタルについて言及する．「犯

罪を抑制する効果的な規範により夜に街を自由に出歩

くことができるようになり，老人は自身の心配をせず

出かけることができるようになる．」

ネットワークの構造的 Embeddenessは外部のエリア
やグループにネットワークを広げ，交換するものの多

様性や量を保つことである．その多様性とは，ネット

ワークの社会的結びつき，信用，信頼性などの発展を促

進し，社会統制が発展し，行為者の行為に効果的に影

響する基礎を提供するものである12),18),16), 19)外部への

構造的 Embeddenessはもともとの性質ではなく団体間
と外部の協力によって構築されるに違いない．外部と

内部のネットワークとの間の普遍性の戦略として，若

年層の都市と田舎のでの移動が行われる．しかし，新

旧の居住者の間で実施できるだけの信頼と結束がなけ

れば活動から公平な利益共有と持続性を確保できない．

個人の自発的な努力と規範の内面化には補完的な関

係がある．ではどのようにして個人の自発的でなく重荷

ではない努力や規範の内面化を促進できるだろうか？

この疑問に対してBoissevain20)は「複合的な関係が存在

する所では，彼らはひとつだけの交友関係より親しい

（友好的で内密的という意味において）」ので，住民を

結びつけている密集した複合的なネットワークが強力

なコミュニティ生活の基盤と地域の規範の強い施行を

つくっていると答えた．複合性とは同じ人たちが異な

る役割で結び付けられた重なり合う社会的ネットワー

クを指す．たとえば，小さい街では，個人同士が親類

であると同時に，隣人であり同僚であるように，彼ら

の結びつきの相互モニタリングの強さと能力を強めて

いる．しかし，それはコミュニティ活動を補足しあう

チャンネルのため，容易ではない．個人の利用できる

余暇は限られており，これが彼らが関わることのでき

る異なるコミュニティ活動を制限していると置換理論

家は指摘した．ある人が特定の活動に参加することに

したときには，本質的に他のコミュニティ活動に関与

することができなくなる21)．

通常，外部性の存在の下では，たとえば外部性を内部

化するのに課税により行うか，助成金で行うかなどよ

うに多様な方針が必要である．しかし，従来の税や助

成金制度では解決することができない非効率均衡に停

滞することにより，戦略的相補性が起因となる非効率

性が起こる．その非効率性を解決するために，２つの

方針がある．１つ目は負のフィードバックのメカニズム

を壊すための構造修正の方針，２つ目は経済行為者の

作用の同時変更によって優れた平衡まで上がる平衡選

択の方針である．選択肢をひろげるための１つ目の方

針は，資源の一般的な用法（例えば農機具共有，自動

車共有や需要側制約を軽減する協調融資）と同じよう

にネットワーク修正（例えば小型の地方に定住やネット

ワーク制約を軽減する新しい地方のビジネスのスター

トアップ）を含む．２つめの方針は移動性管理のよう

に，相互学習することで能力建設や知識開発を多様な
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行為者の間で協力を促進し，よりよい解決法を得ると

いった企業家的アプローチの概念を含む22)23).

すでに地域活動の選択モデルとして，アイデンティ

ティとの関係を分析した研究1)がある．これは共分散構

造分析を用いて，住民のおつきあい行動に規定するモ

デルを検証している．しかし，こちらは他人とのネット

ワークの相互作用については分析されてはいないため，

本研究において分析を行う．

(2) 空間相互作用モデル

空間的自己相関モデル (Spatial Autoregressive Model,
SAR)は，空間的に近い距離にいる事象や人間同士の行
動が双方向的に影響を与え合う効果，すなわち事象や

経済諸活動の空間的相互作用 (spatial interaction)を対象
としてその空間的依存性（spatial dependency）を分析
するために考案されたものであり，計量経済学，経済

地理学，空間計量経済学，空間統計学，交通工学など

の分野で発展してきた．消費局面における空間的差異

などを分析した研究がある．

従来の空間確率モデル（spatial stochastic model）は，
大きく二つに区別することができる．一つは，最隣接

格子スキーム（nearest-neighbor lattice scheme 或いは
nearest-neighbor spatial models）と呼ばれるモデルであ
る．これは，1936年 Cochran24)がトマトの黄化壊疽病

（spotted wilt）が虫によって感染されることに注目して，
黄化壊疽病の発症率をトマトの配列，すなわち，場所 i

と jの空間構造 (i, j)が格子の場合，黄化壊疽病の感染
の空間的依存性を説明したものがその発端である．具

体的には空間的に相互作用する確率変数 xi, j の同時確

率分布 Q(x) = P(x)
P(y) =

∑n
i=1

P(xi)|x1,...,xi−1,yi+1,...,yn
P(yi)|x1,...,xi−1,yi+1,...,yn

を記述する

空間確率モデルである．Whittle25),Bartlett26)の研究がこ

こに当たる．∑n
j=1 βi, jxix j と 定 義 し ，こ こ で ，xiGi =

Q(0, ..., 0, xi, 0, ..., 0) − Q(0), パラメータ βi, j は，場

所 i と j が近隣している場合を除いて 0 となる．こ
れを自己モデル（auto-models) と呼ぶ．Cox(1972) は
(0-1)の 2 値変数に対して Q(x) =

∑
αixi +

∑∑
βi, jxix j

の ロジスティックモデル（auto-logistic model）とし
て発展させた．Gaussian スキームを適用したものが
Xi = µi +

∑
βi, j(X j − µ j) + εi の同時自己回帰モデル

（simultaneous autoregressive model）であり，ここで
ε1, ..., εn ∼ N(0, σ2)と正規分布に従う．

もう一つは，条件付き確率スキーム (contitional prob-
ability schemes) を適用したものであり，非格子（non-
lattic）空間構造を対象として，空間的に相互作用する
確率変数 xi, j の条件付き確率分布を記述したモデルで

あり，Cliffと Ord27), Besag29)，Bennettと Haining31)な

どがある．ここでは，Ord 28)が 1975 年提案した Yi =

α+ρ
∑
wi jY j+εの空間自己相関モデルを用いて説明しよ

う．ここでwi jは場所 i = (1, ..., n)と i以外の場所 j ∈ J(i)
の間の，隣接状態を示すもので，非負の重み（nonnega-
tive weights）を持つ行列で空間隣接行列（spatial- neigh-
borhood matrix）と呼ばれる．ここで隣接状態は物理的
近接性（physical contiguity）だけでなく地理的近接性
や人々の活動を応用して定義することもできる．そし

て，誤差項 εは，平均が 0，分散が σ2の独立で同一の

分布に従う確率変数（independently and identically dis-
tributed normal random variables）である．さらに誤差項
の空間相関を考慮して以下の混合自己回帰モデルに拡

張した．

y = ρW1y + Xβ + µ

µ = λW2 + ε

ε ∼ N(0, σ2Im)　

その後，Smithと LeSage44)は個人の選択における空

間的自己相関を考慮した空間プロビットモデル（Spatial
probit model）を提案した．これは，個人の選択行動が
他人の選択から影響を受けるという相互依存性を表現

したものである．社会ネットワーク論の分野では主体

間の相互作用に関心があり，空間自己回帰モデルを適

用してきた．

空間的自己相関の推定法として，1948年Moran33) 34)

が提案したMoran(I)が多く使われた．Moranは，「近隣
の地域における出来事は，独立であるかどうか」を検

証するために，回帰の残差 y = Xβ + µを利用して「帰

無仮説：空間的自己相関がない」を検定した．しかし，

Moranのモデルは「空間的自己相関がない」という帰
無仮説に対する対立仮説が明確に存在しないため，単に

帰無仮説を棄却することで，空間的自己相関の存在の可

能性を示唆するだけにとどまる．これに対して，1980
年 Burridge32)は，帰無仮説に従って，空間的自己相関

のない通常の線形回帰モデルを推定するラグランジュ

乗数検定を提案した．自己回帰パラメータ λを導入し，

y = Xβ + µ，µ = λWµ + ε，乱数項 εに空間的自己相関

があるかどうかを検定するための帰無仮説（H0 : λ = 0)
と対立仮説（H1 : λ , 0）をおくことで，Moralの問題
を解決した35)．その後，Anselin38)により，空間的異質

性（spatial heterogeneity）を考慮したラグ付き内生変数
を含む空間ラグモデルのためのラグランジュ乗数検定

y = ρWy+Xβ+µが提案された．ここで，Z = (Wy, X)お
よび θ = (ρ, β′)とおくと，y = Zθ+µと書き換えることが

できる．そして，θの最小２乗推定量 θ̂ = θ+ (Z′Z)−1Z′µ

を求めることができる．その後，コンピュータ計算が

可能となり，最尤法（Maximum Likelihood Estimation,
MLE）が提案されたが，プロビットモデル，すなわち質
的データの回帰モデルには最尤法による未知パラメー

4



タの推定が難しく，McMillen41)は EMアルゴリズムを
用いた推定方法を提案された．しかし，EMアルゴリズ
ムの場合，サンプル数が大きなデータに対する適用は困

難であるなど，多くの課題点を有していたが，Besagら
30)，LeSage42), LeSage43), SmithとLeSage 44)によりベイ

ズ推定法が提案され，Gibbs sampling法 (Markov Chain
Monte Carlo, MCMC)とMetropolis-Hastings algorithms
を適用することで，空間プロビットモデルの推計上の

問題が克服された．

本研究では，地域活動に隣接する人々が相互に影響

を及ぼすネットワーク外部性が働いていることを検証

するために，Smithと LeSage44)の空間プロビットモデ

ルとベイズ推定法を応用し，地域活動の選択における

空間的自己相関を推定することにする．

3. モデル

(1) 定式化

対象とする地域に N 個の異なるタイプの家計が居住

する．タイプ nに属する家計 i (i = 1, · · · ,Mn)が着目し
ているコミュニティ活動に参加することにより得られ

る確率効用を u1
inと表す．また，活動に参加しない場合

に得られる確率効用を u0
inと表す．タイプ nの家計 iの

参加行動は観測可能であり、参加の有無を 0-1変数 yin

を用いて

yin =

 1 タイプ nの家計 iが活動に参加する

0 活動に参加しない　
(1)

と表す．家計は効用最大化行動をすると仮定すると，タ

イプ nの家計 iが活動に参加する確率は

Pr(yin = 1) = Pr(u1
in > u0

in) = Pr(zin > 0) (2)

と表せる．ここに，潜在変数 zin = u1
in − u0

in は観測でき

ない変数であり，yin が観測可能である．式 (1)を zn
i を

用いて書き表せば

yin =

 1 i f zin > 0
0 i f zin ≤ 0

(3)

となる．潜在変数 zinは，当該家計の観測可能な個人属

性行ベクトル xin = (x1
in, · · · , xK

in)，当該活動に対する家
計の社会的関係性を表す θn（以下，社会的相関項と呼

ぶ）と観測不可能なランダム項 εin を用いて

zin = xinβ + θn + εin (4)

で構成されると考える．ただし，β = (β1, · · · , βK)′ は
パラメータベクトルである．ランダム項 εin は，それ

ぞれ平均 0，分散 1の独立な標準正規分布に従うと仮
定する．社会的相関項は同一のタイプの家計に特有な

当該活動に対する「思い入れ」の程度を表す変数であ

り，「思い入れの強さ」は他の家計との関係で形成され

ると考える．このため，タイプ nの家計の社会的相関

項 θn (n = 1, · · · ,N)に空間自己回帰構造を導入し

θn = ρ

N∑
j=1

wn jθ j + un (5)

と表す．ただし，wn j は，タイプ j ( j = 1, · · · ,N)の家
計の「思い入れの強さ」がタイプ nの家計の「思い入

れ」の程度に及ぼす影響度を表す社会的相関パラメー

タである．ρ は対象地域の人的ネットワークやソーシ

ャルキャピタルが，家計の自発的集合行為へ及ぼす影

響の程度を示している．また、un は観測不可能なラン

ダム項であり、平均値 0，分散 σ2 の独立な正規分布

に従うと仮定する．記述の便宜を図るために潜在変数

モデル (4) を行列表記する．潜在変数列ベクトル z =
(z11, · · · , zM11, · · · , zin, · · · , zMN N)′，社会的相関項行ベク
トル θ = (θn : n = 1 · · · ,N)，ランダム項列ベクトル
ε = (ε11, · · · , εin, · · · , εMN N)′ を定義する．また，個人
属性行列 X を X = (x1, · · · , xN)′ と定義する．ただし、
xn = (x1

n, · · · , xK
n )である．この時，潜在変数モデルは

z = Xβ + Eθ + ε (6a)

θ = ρWθ + u (6b)

と表すことができる．ただし，W は社会的相関を表す
(n × n)次元の重み行列、Eは

E =


11 · · · 01
...
. . .

...

0N · · · 1N

 (7)

と定義される．なお、1n は Mn 次元のベクトルであり

1n = (1, · · · , 1)′ と定義される．

(2) 尤度関数の定式化

コミュニティ活動参加モデルにおいて、各家計のコ

ミュニティ活動参加状況ベクトル z、個人属性ベクトル
Xおよび社会的関係性行列Wは、観測可能な外生パラ
メータである．外生変数 X、W を与件として、従属変
数 zが観測される条件付き確率 (尤度)を導出する．式
(6a)を変形すれば

θ = (IN − ρW)−1u = S−1u (8)

を得る．ただし，IN は N 次元単位行列であり，S =
IN − ρWと定義する．この時、ρと uを与件とした θの
条件付き確率は

θ|(ρ, σ2) ∼ NN[0N，σ2(S′S−1)] (9)

と表される．ただし、NN[0N，σ2(S′S−1)]は平均値ベク
トル 0N，分散・共分散行列 σ2(S′S−1)の N 次元正規分

布を表している．さらに、各 εが H次元の標準正規分

布NH(0H，IH)に従うと仮定する．ただし、H =
∑N

n=1 Mn

である．この時、β, θを与件とした zの条件付き分布は

z|(β, θ) ∼ NH(Xβ + Eθ, IH) (10)
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と表される．このとき、タイプ nの家計 iが着目してい

るコミュニティ活動に参加する確率は

Pr(yin = 1) = Pr(zin > 0) = Φ(xinβ + θn) (11)

で与えられる．同様に，地域活動に参加しない確率は

Pr(yin = 0) = Pr(zin ≤ 0) = 1 − Φ(xinβ + θn) (12)

と表せる．この時、尤度関数は以下のように定義できる．

L (y|β, θ) =
N∏

n=1

In∏
i=1

Φ (xinβ + θn)yin

{1 − Φ(xinβ + θn)}1−yin　 (13)

ただし，y = (y11, · · · , yin, · · · , yIN N)′である．しかし，こ
のような複雑な形をした尤度関数を推定することは難

しい．そこで，本研究ではベイズ推計により各パラメー

タの統計量を求める．なぜなら，最尤推定値はベイズ

の定理における事前分布が一様事前分布のもとでの事

後分布のモードとほぼ同じであり，ベイズ推定値は事

後分布の平均値として求まるため尤度曲線が正規分布

の時にはほぼ一致するからである．

4. モデルの推計方法

(1) ベイズ推計

近年，MCMC法がベイズ統計学の分野に導入され，多
重数値積分により基準化定数を求めなくても，効率的に

事後分布を求めることが可能となった．その結果，ベイ

ズ推計法の適用範囲は大幅に拡大した．すでに，MCMC
法を用いたベイズ推計法に関していくつかの研究が蓄

積されており，代表的なMCMC法として，ギブスサン
プリング（Gibbs sampling）法，メトロポリス・ヘイス
ティングス（Metropolis-Hastings:MHと略す）法等が提
案されている. この内，ギブスサンプリング法45)は，事

後分布 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)を直接求めることが難しい場合
に，各パラメータ β, θ, ρ, σ2, zの全条件付き事後分布を
用いて，反復的に各パラメータのサンプルを乱数発生

させることにより，事後分布からの標本サンプルを獲

得する方法である．なお，各パラメータの全条件付き

事後分布から容易にサンプルを発生させることができ

ない場合には，MH法46)により近似的な分布からサン

プル候補を発生させ確率的な手順を経ることによって

目標となる全条件付き事後分布からのサンプルを得る．

いずれの方法においても，各パラメータの全条件付き

事後分布を求める必要がある．

(2) 尤度関数の定式化

一般に，ベイズ推計法は，１）事前の経験情報に

基づき，パラメータ β, θ, ρ, σ2, z の事前分布を設定す
る．２）新しく獲得したデータ yに基づいて尤度関数

L
(
y
∣∣∣β, θ, ρ, σ2, z

)
を定義する．３）ベイズの定理に基づ

いて事前分布を修正し，パラメータ β, θ, ρ, σ2, zに関す
る事後分布 p

(
β, θ, ρ, σ2, z

∣∣∣ y)を得る，という手順を採用
する．最尤法とは異なり，未知パラメータ β, θ, ρ, σ2, z
の確率分布が事後分布として求まる点にベイズ推計法

の特徴がある．

活動参加モデルをベイズ推計するために，パラメー

タ β, ρ, σ2 に関して事前分布を

β ∼ NL(c，Σ) (14a)

σ2 ∼ IG(α, ν) (14b)

ρ ∼ U[(λ−1
min，λ

−1
max)] (14c)

と設定する．ここで，NL(c，Σ)は平均値 c，分散・共分
散行列 Σを持つ L = NK 次元正規分布である．c,Σは
ハイパーパラメータであり，事前の主観的情報に基づ

いてパラメータ値を設定する．IG(α, ν)は自由度 α, νの
逆ガンマ分布であり、確率密度関数は

g(σ2|α, ν) = ν
α

Γ(α)

(
1
σ2

)α+1

exp
(
− ν
σ2

)
(15)

と表される．ただし、Γ(　)はガンマ関数である．また，
U[(λ−1

min，λ
−1
max)]は区間 (λ−1

min，λ
−1
max)で定義される一様分

布であり、λmin，λmaxはそれぞれ社会的関係性行列Wの
固有値の最大値と最小値である．また，ρ ∈ [λ−1

min，λ
−1
max]

が成立することが知られている．以上の仮定より，各

パラメータ β, σ2, ρに関する事前分布を

π(β) ∝ exp
{
−1

2
(β − c)′Σ−1(β − c)

}
(16a)

π(σ2) ∝
(
σ2

)−(α+1)
exp

(
− ν
σ2

)
(16b)

π(ρ) ∝ 1 (16c)

と設定する．式 (6b)において、ρ, σ2を与件とし、uが
N次元正規分布 0, σ2IN に従うとき、θの条件付き事前

確率密度関数は

π(θ|ρ, σ2) ∝ (σ2)−
N
2 |S| · exp

(
− 1

2σ2 θ
′S′Sθ

)
(17)

と表される．さらに、誤差項 εが H次元標準正規分布

に従うことより、β, θを与件とした潜在変数 zの条件付
き事前確率密度関数は

π(z|β, θ)

∝ exp
{
−1

2
(z − Xβ − Eθ)′(z − Xβ − Eθ)

}
=

N∏
n=1

In∏
i=1

exp
{
−1

2
(zin − xinβ − θn)2

}
(18)

と表現される．さらに，指示関数 δ(A)を、事象 Aが成

立する時、その時のみ１、そうではない時に 0をとる
関数である．指示関数を用いれば

Pr(yin = 1|zin) = δ(zin > 0)

Pr(yin = 0|zin) = δ(zin ≤ 0) (19)
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となる．yin は 0, 1のいずれか一方の値のみとるため

Pr(yin|zin) = δ(yin = 1)δ(zin > 0)

+ δ(yin = 0)δ(zin ≤ 0) (20)

が成立する．したがって，尤度 p (y|z)を

p (y|z) =
N∏

n=1

In∏
i=1

{δ(yin = 1)δ(zin > 0)

+ δ(yin = 0)δ(zin ≤ 0)} (21)

と表すことができる．

以上の事前分布及び尤度関数を用いて．各パラメー

タ β, θ, ρ, σ2, zをベイズ推計する方法を考える．ベイズ
の定理より，パラメータ β, θ, ρ, σ2, zに関する事後分布
p(β, θ, ρ, σ2, z|y)は

p(β, θ, ρ, σ2, z|y) ∝ p(y|β, θ, ρ, σ2, z) · π(β, θ, ρ, σ2, z)

∝ p(y|z) · π(z|β, θ) · π(θ|ρ, σ2) · π(β) · π(ρ) · π(σ2) (22)

と表すことができる．事後分布 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)を正確
に導出するためには，基準化定数，

m(y) =
∫
Θ

p(y|z) · π(z|β, θ) · π(θ|ρ, σ2) · π(β) · π(ρ) ·

π(σ2)dσdρdβdθdz (23)

を求める必要がある．ただし，Θ はパラメータ

β, θ, ρ, σ2, z の定義域である．しかし，基準化定数
m (y) を解析的に求めることは困難であり，事後分布
p(β, θ, ρ, σ2, z|y)を明示的に求めることは不可能である．
したがって本研究では，パラメータ β, θ, ρ, σ2, zの事後
分布 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)に関する統計量をMCMC法を用
いて直接求める方法を採用する．

(3) 全条件付き事後分布の導出

a) βの全条件付き事後分布

ベイズの定理及び式 (22)より

p(β|θ, ρ, σ2, z, y) =
p(β, θ, ρ, σ2, z|y)
p(θ, ρ, σ2, z|y)

∝ p(β, θ, ρ, σ2, z|y) ∝ π(z|β, θ)π(β)

∝ exp
{
−1

2
(z − Xβ − Eθ)′(z − Xβ − Eθ)

}
· exp

{
−1

2
(β − c)′ Σ−1 (β − c)

}
(24)

を得る．ここで上式の指数項を展開すれば

(指数項) = −1
2

[
β′(X′X + Σ−1)β

−2
{
X′(z − Eθ) + Σ−1c

}′
β
]
+C (25)

となる．Cは βを含まない比例定数項である．さらに，

Σ∗ = (X′X + Σ−1)−1，c∗ = X′(z − Eθ) + Σ−1cとおくと

p(β|θ, ρ, σ2, z, y)

∝ exp
{
−1

2

(
β′Σ∗−1β − 2c∗′β

)}
∝ exp

{
−1

2

(
β′Σ∗−1β − 2c∗′β + c∗′Σ∗−1c∗

)}
= exp

{
−1

2
(β − Σ∗−1c∗)′Σ∗−1(β − Σ∗−1c∗)

}
(26)

となる．したがって，βの全条件付き事後分布は以下の

多変量正規分布となる．

β | (θ, ρ, σ2, z, y) ∼ NL(Σ∗−1c∗,Σ∗−1) (27)

さらに、z − Eθを与件と考えれば、βの最尤推定量は

β̂ = (X′Σ∗−1X)−1X′Σ∗−1(z − Eθ) (28)

と表される．

b) θの前条件付き事後分布

ベイズの定理及び式 (22)より

p(θ|β, ρ, σ2, z, y) ∝ π(z|β, θ) · π(θ|ρ, σ2)

∝ exp
[
−1

2
{Eθ − (z − Xβ)}′ {Eθ − (z − Xβ)}

]
exp

(
− 1

2σ2 θ
′S′Sθ

)
= exp

[
−1

2

{
θ′E′Eθ − 2(z − Xβ)′Eθ + σ−2θ′S′Sθ

}]
= exp

[
−1

2

{
θ′(σ−2S′S + E′E)θ − 2(z − xβ)E′θ

}]
(29)

を得る．ここで，S∗ = σ−2S′S + E′E、c∗∗ = E′(z − xβ)
とおくと

p(θ|β, ρ, σ2, z, y)

∝ exp
{
−1

2

(
θ′S∗−1θ − 2c∗∗′θ

)}
∝ exp

{
−1

2
(θ − S∗−1c∗∗)′S∗−1(θ − S∗−1c∗∗)

}
(30)

となる．したがって，θの全条件付き事後分布は以下の

多変量正規分布となる．

θ | (β, ρ, σ2, z, y) ∼ NK(S∗−1c∗∗,S∗−1) (31)

c) σ2, ρの全条件付き事後分布
式 (22)より、θを与件とすれば分散 σ2の全条件付き

事後確率密度関数

p(σ2|β, θ, ρ, z, y) ∝ p(θ|ρ,σ2)π(σ2)

∝ (σ2)−m/2 exp
{
−1

2
(
θ′S′Sθ

)}
(σ2)−(α+1) exp

(
− ν
σ2

)
= (σ2)−( m

2 +α+1) exp
{
− 1

2σ2

(
θ′S′Sθ + 2ν

)}
(32)

を得る．すなわち、パラメータ m
2 +α+ 1と θ′S′Sθ+ 2ν

を有する逆ガンマ分布と比例的である．さらに、変数
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変換 λ = (θ′S′Sθ + 2ν)/σ2 により σ2 = (θ′S′Sθ + 2ν)/λ
と変数変換すれば

f (λ) = π(σ2(λ))

∣∣∣∣∣∣dσ2

dλ

∣∣∣∣∣∣
=

(
θ′S′Sθ
λ

) m
2 +α+1

exp
(
− 1

2λ

)
(θ′S′Sθ + 2ν)

λ2

∝ λ( m+2α
2 )−1 exp

(
− 1

2λ

)
(33)

となり λは自由度 m + 1
α
の χ2 分布に従う．すなわち、

λ

∣∣∣∣∣∣(β, θ, ρ, z, y) ∼ χ2
(

m + 2α
2

)
(34)

が成立する．つぎに、式 (16c),(22)を考慮すれば、

p(ρ|β, θ, σ2, z, y) =
p(β, θ, ρ, σ2, z|y)
p(β, θ, σ2, z|y)

∝ p(β, θ, ρ, σ2, z|y) ∝ π(z|β, ρ) · π(ρ)

∝ |S| · exp
{
−1

2
(
θ′S′Sθ

)}
(35)

となる．パラメータ ρの全条件付き事後分布に相当す

る確率分布が存在しないため、ρのパラメータ標本を

ギブスサンプリングを用いて作成できない．このため、

パラメータ ρのパラメータ標本の作成にあたっては酔

歩MH法を用いる．

(4) zの全条件付き事後分布
ベイズの定理及び式 (22)より

p(z|β, θ, ρ, σ2, y) =
p(β, θ, ρ, σ2, z|y)
p(β, θ, ρ, σ2|y)

∝ p(β, ρ, z|y) ∝ L(y|z) · π(z|β, θ)

∝
N∏

n=1

Mn∏
i=1

[
δ(yin = 1)δ(zin > 0) + δ(yin = 0)δ(zin ≤ 0)

· exp
{
−1

2
(zin − x′inβ − θn)2

} ]
(36)

となる．この時、タイプ nの家計 iの潜在変数 zin は

zin | (β, θ, ρ, σ2, z−zin , y)

∼
 N+(xinβ + θn, 1) yin ≥ 0の時

N−(xinβ + θn, 1) yin < 0の時
(37)

に従う．ただし、N+(s, 1), s = 0 において s < 0 の
領域が切断された標準正規分布、N−(s, 1) は s > 0 の
領域が切断された標準正規分布を表す．また、z−zin =

(z11, · · · , zi−1,n, zi+1,n, · · · , zIN ,N)である．

(5) ギブスサンプリング法およびMH法
パラメータ β, θ, ρ, σ2, zに関する全条件付き事後分布

をもとに，MCMC法により事後分布 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)を
求める．パラメータ β, θ, σ2, zについては全条件付き事
後分布から直接サンプリング可能であり，ギブスサンプ

リングが適用可能である．しかしながら，パラメータ ρ

については全条件付き事後分布から直接サンプリング

することが困難なため，MH法を用いてサンプリング
を行う．本研究では，ギブスサンプリング法を用いて事

後分布 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)から各パラメータ β, θ, σ2, zの
標本サンプルを抽出するが，ρのサンプリングの際の

み MH法を用いる Metropolis within Gibbs sampling法
48)により推計を行う．以下では，まずギブスサンプリ

ング法のアルゴリズムを示し，次にMH法について述
べる．

ギブスサンプリング法は，パラメータ β, θ, σ2, zに関
する全条件付き事後分布から反復的に標本サンプルを

発生させる方法であるが，具体的には以下のように整

理できる．

ステップ 1　初期値設定
シミュレーション回数 t = 1とし，各パラメータ β(0),
θ(0), σ(0), z(0)を任意の値に設定する．さらに，ハイパー

パラメータ c,Σ、サンプル数 n, n̄を設定する．これらの

初期値の影響は，MCMC法によるシミュレーション回
数が蓄積されるにつれ次第に薄れていく.
ステップ 2　パラメータ β(t) の標本抽出

シミュレーション回数 tにおけるパラメータ推定量β(t)

を式 (27)で定義される多変量正規分布NK(Σ∗−1c∗,Σ∗−1)
から乱数発生させる．

ステップ 3　パラメータ θ(t) の標本抽出
シミュレーション回数 tにおけるパラメータ推定量 θ(t)

を式 (31)で定義される多変量正規分布NK(S∗−1c∗∗,S∗−1)
から乱数発生させる．

ステップ 4　分散 (σ2)(t) の標本抽出

シミュレーション回数 tにおける推定量 λ(t)を自由度

(m+2α)/2の χ2分布 χ2((m+2α)/2)から乱数発生させる．
λ(t)を与件として (σ2)(t) = (θ(t)′S(t−1)′S(t−1)θ(t)+2ν)/λ(t)を

求める．ただし、S(t−1) = IN − ρ(t−1)W と定義する．
ステップ 5　パラメータ ρ(t) の標本抽出

シミュレーション回数 t におけるパラメータ推定量

ρ(t)を式 (35)からランダム発生させる．ただし，式 (35)
は確率密度関数ではなく、直接標本サンプリングする

ことは難しいので，酔歩過程MH法を用いてパラメー
タ ρ の標本サンプルを求める．全条件付き事後分布

p(ρ|β, θ, σ2, z, y)を近似するような代替的な確率分布（提
案分布と呼ぶ）からサンプリングを行い，それに基づ

いて本来の分布からのサンプルを求める．酔歩過程MH
法を用いたパラメータ ρの生成手順は以下のように整

理できる．まず，提案分布

ρnew = ρold + δ∆ ∆ ∼ N(0, 1) (38)

より新しいパラメータ推定値 ρnewを提案する．ただし，

ρnew ∈ [λ−1
min, λ

−1
max]であり，δはチューニング・パラメー
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タである．つぎに、式 (35)を用いて受容確率

Ψ(ρ(t−1), ρnew)

= min

1, f (ρnew|β(t), θ(t), σ2(t)
,α(t−1), z(t−1), y)

f (ρ(t−1)|β(t), θ(t), σ2(t),α(t−1), z(t−1), y)

 (39)

を求める. 一様乱数 u ∼ U(0, 1)を発生させる．その上
で、ρ(t) を

ρ(t) =

 ρnew i f u ≤ Ψ(ρ(t−1), ρnew)　
ρ(t−1) otherwise

(40)

で決定する．

ステップ 6 　パラメータ z(t) の標本抽出 シミュ

レーション回数 t におけるパラメータ推定量 z(t) を

p(z|β(t), θ(t), ρ(t), (σ2)(t), y)から乱数発生させる．
ステップ 7　アルゴリズムの終了判定 以上で求めた

各パラメータ推定量の更新値 β(t), θ(t), ρ(t), (σ2)(t), z(t) を

記録する．t ≤ t̄の場合，t = t + 1としてステップ 2へ
戻る．そうでない場合，アルゴリズムを終了する．

なお，アルゴリズムの初期段階においては，パラメー

タ推定量の初期値設定の影響が残存している．したがっ

て，シミュレーション回数 tが十分大きな tに到達する

までのパラメータ標本を除去することが望ましい．

(6) 事後分布に関する統計量

MCMC法によって得られた標本に基づいて、各パラ
メータβ(t), θ(t), ρ(t), (σ2)(t), z(t)に関する統計的性質を分析

することができる．MCMC法を用いた場合，パラメー
タの事後確率密度関数 p(β, θ, ρ, σ2, z|y)を解析的な関数
として表現不可能なため，サンプリングにより得られた

標本を用いてノンパラメトリックに分布関数や密度関

数を推計する．いま，ギブスサンプリングから得られた

標本を (β(t), θ(t), ρ(t), (σ2)(t), z(t)) (t = 1, · · · , t)と表す．こ
の内，最初の t個の標本は収束過程からの標本と考え，

標本集合から除去する．その上で，パラメータの標本

添字集合をM =
{
t + 1, · · · , t

}
と定義する．この時，パ

ラメータ ρの事後平均 µ̃(ρ)及び事後分散 σ̃2(ρ)はそれ
ぞれ以下のように表される．

µ̃(ρ) =
t∑

k=t+1

ρ(k)

t − t
σ̃2(ρ) =

t∑
k=t+1

(ρ(k) − µ̃(ρ))2

t − t

(41)

また，パラメータ βの期待値ベクトル µ̃(β)，分散・共
分散行列 Σ̃(β)は，それぞれ

µ̃(β) =

 t∑
k=t+1

β(k)
1

t − t
, · · · ,

t∑
k=t+1

β(k)
K

t − t


′

(42)

Σ̃(β) =


σ̃2(β1) · · · σ̃(β1βK)
...

. . .
...

σ̃(βKβ1) · · · σ̃2(βK)

 (43)

と表される．ただし，

σ̃2(βJ) =
t∑

k=t+1

{
β(k)

J − µ̃(βJ)
}2

t − t
(44)

σ̃(βIβJ) =
t∑

k=t+1

{
β(k)

I − µ̃(βI)
} {
β(k)

J − µ̃(βJ)
}

t − t

(45)

である．パラメータ θ, zについては上記のパラメータ β
の場合と同様の手順でそれぞれ期待値ベクトル及び分

散・共分散行列が推計可能である．また，ギブスサンプリ

ングによる標本を用いて，各パラメータβ,θ,ρ,zの信頼区
間を定義できる．例えば，パラメータ ρの 100(1−2α)%
信頼区間は，標本順序統計量 (ρ

α
, ρα)

ρ
α
= arg max

ρ(k∗ )

{
#(ρ(k) ≤ ρ(k∗), k ∈ M)

t − t
≤ α

}
(46)

ρα = arg min
ρ(k∗∗ )

{
#(ρ(k) ≥ ρ(k∗∗), k ∈ M)

t − t
≤ α

}
(47)

を用いて ρ < ρ < ρ と定義できる．ただし，#(ρ(t) ≤
ρ(t∗), t ∈ M)は論理式 (ρ(t) ≤ ρ(t∗), t ∈ M)が成立するサン
プルの総数である．

MCMC 法 で は 、初 期 パ ラ メ ー タ

(β(0), θ(0), ρ(0), (σ2)(0), z(0)) が不変分布である事後分
布からの標本である保証はない．いま，ギブスサンプ

リングを合計 t回繰り返した場合を考える．t個のサン

プルの内，最初の t 個の標本を事後分布に収束する過

程からのサンプリングと考える．その上で，第 t + 1回
以降の標本をとりあげる．t + 1以降の標本が，不変分
布である事後分布からの標本であるかどうかをGeweke
の方法?)により仮説検定できる．いま，各パラメータ

の確率標本 (β(t), θ(t), ρ(t), (σ2)(t), z(t))、(t = t + 1, · · · , t)の
中から，最初の t1個と最後の t2個のサンプルに着目す

る．この時，パラメータ ρの不変分布への収束を判断

するための Geweke検定統計量は，

Ξρ =
ρ1 − ρ2√

ν1(ρ)2 + ν2(ρ)2
∼ N(0, 1) (48)

ρ1 =

∑t+t1
k=t+1 ρ

(k)

n1
ρ2 =

∑t
k=t−t2+1 ρ

(k)

t2
(49)

ν1(ρ)2 =
2π f̂ 1

ρ (0)

t1
ν2(ρ)2 =

2π f̂ 1
ρ (0)

t2
(50)

と定義できる．ただし， f i
ρ(x) (i = 1, 2)はスペクトル密
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度関数であり，2π f i
ρ(0)の推定値は

2π f̂ i
ρ(0) = ŵ0

i + 2
q∑

s=1

w(s, q)ŵ j
i (51)

ŵ j
1 = t−1

1

t+t1∑
g=t+s+1

(ρ(g) − ρ1)(ρ(g−s) − ρ1) (52)

ŵ j
2 = t2−1

t∑
g=t−t2+s+1

(ρ(g) − ρ2)(ρ(g−s) − ρ2)

(53)

w(s, q) = 1 − s
q + 1

(54)

として求まる．ただし，スペクトル密度関数のバンド

幅 qは，標本自己相関が十分減衰する値に設定する．こ

こで，パラメータ ρの不変分布への収束性に関する帰

無仮説 H0(ρ)と対立仮説 H1(ρ)を H0(ρ) : |Ξρ| ≤ ξα/2
H1(ρ) : |Ξρ| > ξα/2

(55)

と設定する．ただし，ξα/2は帰無仮説を棄却するための

臨界的な値である．有意水準 α%で帰無仮説を棄却す
る場合，ξα/2 は α/2% = 1 − Φ(ξα/2)を満足する値とし
て定義できる．同様に，各パラメータ β,θ,σ2,zに関し
ても，それぞれ Geweke検定統計量を推計することに
より仮説検定を行うことができる．

5. 適用事例

(1) 対象地域の概要

日南町は，鳥取県南西の内陸部にある町で，日野郡

に属する．日野上・多里・石見・福栄・山上・大宮・阿

毘縁の７つの村が合体・合併された町である．日野上

村は，日南町の中心部であり，役場・郵便局・病院が位

置する．多里村・石見村・福栄村は，旧村の中心集落で

ある．山上村・大宮村，毘縁村は，旧村の中心集落以外

の集落である．

国勢調査によると，1960年から 2005年までの 45年
間で人口が半分に減少した．男女とも人口が減少して

いる．一方，65歳以上の高齢者の割合は増え，2005年
には町人口の約半分を占めるようになった．その後も

人口減少はさらに進み，2006年 4月 1日には，山上・
阿毘縁・大宮の 3小学校が統合，2009年 4月 1日には
町内の 6つの小学校（日野上・山の上・多里・石見東・
石見西・福栄）すべてが統合されるに至った．日南町の

7地域は，それぞれ異なった独特な歴史・文化・生活様
式・自然資源を有している．日野上には，役場，病院，

学校などの公共施設，大型スーパー，銀行が集中して

おり町の中心となっている．自然豊かな山上・多里・福

栄・大宮には，ヒメボタル，オオサンショウウオ，天然

桜草，印賀鋼など貴重な天然資源を有している．阿毘

表–1 調査概要

調査期間 2009年 11月 1日～2009年 12月 31日

母集団 日南町に居住する 15歳以上の男女個人

母数 4,947

回収率 64.8%

サンプル数 3,204(部分欠損有）

調査内容 １．個人属性

２．地域や住民への愛着（5段階評価）
３．地域活動状況

45%

55%

51%

49%

男性 女性

7%

8%

7%

16%

32%

6%

8%

25%

20%

17%

13%

20%

18%

3%

15-24 25-34 35-44 45-54

55-64 65-74 75-

28%

12%

6%
13%

11%

19%

12%

6%

14%

18%

7%

23%

11%

20%

日野上 山上 大宮 阿毘縁

多里 福栄 石見

図–1 内輪：母集団　外輪：標本

縁は標高が高い地域であり，トマト，米，りんごなどの

地域特産品を算出している．石見には，雪の多い冬に

はスキーの名所として，花の咲く春にはつつじの名所

として多くの観光客が訪れる．

日南町における地域住民のコミュニティ活動の参加

行動を分析するために，2009年に「おつきあい調査」
を実施した．表-1に調査概要をまとめている．本調査
は，日南町の７つの村のまちづくり協議会の協力を得

て，各世帯へアンケート調査票の配布・回収を行なっ

た．調査票は，世帯票と個人票により構成され，世帯

票では，居住地，家族構成，町内の家族や親戚の居住，

所得に関する情報を尋ねた．一方，個人票では，個人特

性，地域への愛着や誇り度合，各自が参加する地域活

動，おつきあい活動，防災活動に関する情報を尋ねた．

(2) 基礎分析

a) 母集団と標本の比較

母集団に対する標本の代表性を検討するために，図-1
に，性別（上），年齢（中），居住地（下）に関して，

アンケート調査結果における属性別構成比と現実の構

成比を比較している．75歳以上の女性のアンケート調
査票の回収率が若干多いものの，各個人属性の構成比

に関して，現実の構成比と回収結果の構成比に大きい

差異がないことより，アンケート調査結果が母集団を

代表しうると判断する．アンケート調査票の回収結果

によれば，55歳以上の女性で日野上・石見居住者が過
半数を超える．

b) 地域愛着

町や地域住民に対する主観的評価については地域愛

着という尺度を用いて考察する．ここで表-2のように
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表–2 町や近隣住民に対する価値観や信念に関する質問項目

価値観や信念に関する質問項目

z1 日南町に郷土としての誇りや愛着を持っている．

z2 日南町の自然や景色が素晴らしいと思う．

z3 日南町で手に入れることが出来る食材は素晴らしいと思う．

z4 町や地域で行われるイベントや祭りを手伝うことは重要である．

z5 町や地域の掃除や環境をよくするために協力しあうことは大事である．

z6 地域の子供たちの成長のために教育活動に参加することは大事である．

z7 他人の悩み事の相談にのってあげることは大事である．

z8 ご近所との日常的なお付き合いを続けることは重要である．

z9 1人暮らしの人やお年寄りの方の世話をすることは大事である．　

z10 先祖を大切にし，地域の墓地を守っていくことは大事である．

z11 日南町に住んでいる親戚とのお付き合いは大事である．

z12 日南町の人々は自分にとって大切な存在である．

z13 今後も，今住んでいる所に住み続けたいと思う．

z14 子供たちが日南町を郷土として誇れるようにしたいと思う．

町や近隣家計に対する価値観や信念に対する 14質問項
目の 5段階評定（「大いに思う (5)」，「やや思う (4)」，
「どちらともいえない (3)」，「やや思わない (2)」，「全く
思わない (1)」）に基づいて，評価する．この時，「大い
に思う」と「やや思う」と答えた家計が地域愛着があ

ると定義する．郷土への誇りや近隣住民への愛着によ

り地域が活性化し，活性化することで地域に新たな愛

着を持たせる．次項において，地域愛着と地域活動の

関係について考察する．

c) 地域活動

本研究では，地域活動を，自分と他者がめざす居場

所や共に生きがいのある生活空間を作るためのおつき

あい行動と定義する．まず，どのような地域活動が行わ

れているかを集計した．日南町では，総 157活動（町
全体 16，日野上 23，山上 17，大宮 33，阿毘縁 14，多
里 19，福栄 15，石見 20）が行われていた．そのうち町
全体で行われている 16活動の参加状況を図-2にまとめ
た.「参加する」より「参加しない」と答えたほうが多
く，地域活動が活発に行われているとは判断しにくい．

参加対不参加の比率が 0.7以上の活動は，「敬老会」「運
動会」「環境整備のあり方検討」「環境美化活動」「ふる

里まつり」「地域の体育行事」「同和教育推進」「道路清

掃ボランティア」「小地域懇談会」「100キロマラソン運
営」「盆踊り大会」「消防活動」「環境活動」「健康づく

り」「地域体育行事」「放水訓練の実施」「ボランティア

活動」「自治会活動」「家計自治活動一般」であった．

この内，活動参加可否についてのサンプル数が多く，

欠損が少ない，そしての 7つの村の住民が参加できる
町全体の活動として参加率の比較的高い「小地域懇談

会」と「文化祭」，参加率の比較的低い「ふれあい交流

会」と「ゲートボール」の 4つの活動を詳しく分析する
ために，年齢、居住地、地域愛着とのクロス分析を行っ

た．「小地域懇談会」と「文化祭」は全町的に行われる

ため活動頻度が低いが「ふれあい交流会」と「ゲート

図–2 活動参加状況

ボール」は各村ごとに定期的に行われているといった

特徴がある．図-3は，上から「活動参加状況と居住地
とのクロス分析」，「活動参加状況と年齢とのクロス分

析」，「「活動参加状況と地域愛着とのクロス分析」」を

表す．

まず居住地とのクロス分析では，日野上・石見からの

参加がほぼ 50%を占める．その次に参加の多い居住地
は山上であり，居住地が日野上に近いほど参加する割

合が多い．すなわち，町の中心地との地理的距離が参

加活動に影響することを意味する．一方，ゲートボー

ルは，石見と大宮に居住する人の参加が比較的多く，地

理的距離ではない他の要因が影響していると考えられ

る．次ぎに，性別とのクロス分析では，小地域懇談会，

文化祭，ふれあい交流会，ゲートボールの順に高齢者

の割合が大きいことがわかった．30歳以下の若い年齢
層が参加している活動は文化祭のみであった．次ぎに、

地域愛着とのクロス分析では，ふれあい交流会の活動

が他の活動に比べて地域愛着が高い人の参加の割合が

多いことが分かった．また愛着の平均が 3.4以下の参加
者も約 20%を占める．すなわち地域愛着とは関係なく
参加している人もいることを意味する．表–3はこれら
の活動参加状況と町や近隣家計に対する価値観や信念

に対する質問との相関であり，「小地域懇談会」，「文化

祭」の活動参加者と「町や地域で行われるイベントや

祭りを手伝うことは重要である．」の質問項目の回答と

の間に相関が 0.2であった．以上の基礎分析の下で次章
において実証分析を行う．
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図–3 活動参加状況とのクロス分析（上：居住地，中：年齢，
下：地域愛着

6. 実証分析

(1) データの設定

コミュニティ活動参加モデルの推計にあたり，まず

上記のお付き合い調査の結果からデータの設定を行う．

対象となる活動に対し，家計が参加している場合従属

変数 y = 1とし，参加していなければ y = 0とする．本
研究においては小地域懇談会，文化祭，ふれあい交流

会，ゲートボールの４つの活動を対象とし分析する．説

明変数 Xについては本研究では説明変数として以下を

表–3 対象活動と質問項目との相関関係

相関係数 小地域懇談会 　文化祭　 　ふれあい交流会　 　ゲートボール

z1 0.16∗∗∗ 0.15∗∗∗ 0.08∗∗ 0.06∗

z2 0.08∗∗ 0.09∗∗∗ 0.05∗ 0.04

z3 0.10∗∗∗ 0.11∗∗∗ 0.04 0.02

z4 0.20∗∗∗ 0.21∗∗∗ 0.07∗∗ 0.05

z5 0.14∗∗∗ 0.11∗∗∗ 0.06∗ 0.03

z6 0.15∗∗∗ 0.14∗∗∗ 0.06∗∗ 0.02

z7 0.12∗∗∗ 0.12∗∗∗ 0.08∗∗ 0.05∗

z8 0.13∗∗∗ 0.09∗∗∗ 0.05 0.02

z9 0.12∗∗∗ 0.10∗∗∗ 0.08∗∗ 0.06∗

z10 0.10∗∗∗ 0.07∗∗ 0.05 0.03

z11 0.15∗∗∗ 0.11∗∗∗ 0.07∗∗ 0.04

z12 0.16∗∗∗ 0.14∗∗∗ 0.08∗∗ 0.07∗∗

z13 0.14∗∗∗ 0.13∗∗∗ 0.09∗∗∗ 0.06∗

z14 0.13∗∗∗ 0.16∗∗∗ 0.07∗∗ 0.06∗

1 P 値 (有意水準) は「*<0.05」「**<0.01」「***<0.001」

採用する．

XF =

 1 世帯の構成人数が３人以上

0 世帯の構成人数が 2人以下

XI =

 1 世帯収入が 400万以上
0 世帯収入が 399万以下

XG =

 1 世帯代表者が男性

0 世帯代表者が女性

XA =

 1 世帯代表者の年齢が 65歳以上
0 世帯代表者の年齢が 64歳以下

XO1 =

 1 世帯代表者の職業が農林業

0 世帯代表者の職業がそれ以外

XO2 =

 1 世帯代表者の職業が民間企業勤め

0 世帯代表者の職業がそれ以外

XO3 =

 1 世帯代表者の職業が公務員

0 世帯代表者の職業がそれ以外

XL =

 1 世帯代表者の居住年数が 30年以上
0 世帯代表者の居住年数が 29年以下

各説明ダミー変数の閾値での占める割合を図–4に示
す．小地域懇談会に参加している住民は世帯収入が多

く，年齢が比較的低く，公務員である傾向があること

がうかがえる．同様に，文化祭に参加している住民は

世帯収入が多く，年齢が比較的低く，家族数が多く，公

務員である傾向．ふれあい交流会は世帯収入が低い傾

向．ゲートボールは年齢が高い傾向があることがうか

がえる．

(2) 重み行列の設定

最後に重み行列W を設定する．本研究では家計の活

動参加選択にグループ間の関係の影響を及ぼすという

仮説を検証するため，家計間の社会的相関を表現する
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図–4 個人属性割合

重み行列を作成する必要がある．家計間のグループ分

けを行う基準としては，従来通りの家計間の関係を表

す地理的距離からなるネットワーク，地域活動に関し

て同じ考えを共有している家計間の心理的距離を表す

ネットワークにより判断することができる．

a) 地理的距離による重み行列Wg

地理的距離を求める際にあたり，日南町全体で運行

しているバスの経路図を用いた50)．この図から各村同

士間の経路の距離を測り，村 iと村 jの距離を di jと表

す．この地理的距離を用いた重み行列の i行 j列の要素
は以下のように定義される．

Wg : wi j = 1/di j

(56)

ただし wii = 0とするこれが地理的距離による重み行列
Wg である．

b) 心理的距離による重み行列Wat

地域活動に関して同じ考えを共有していると考えら

れるグループ分けとして考えられるものとして年齢別，

職業別，収入別，居住年数別などが考えられる．そこ

で分析対象の４つの活動の参加状況と年齢との相関，

職業との相関，収入との相関，居住年数との相関を集

計した．図– 5 は年齢と対象活動との相関を集計した
ものである．その結果，年齢と活動参加状況の間に相

関関係が見て取れるため，年齢によるグループ別を行

い，グループ別間の心理的距離を求める．この心理的

距離とは異なるグループの家計同士の地域への考え方

の類似度と定義する．まず，回答者を年齢により１４グ

ループ（a:15-19歳,b:20-24歳,c:25-29歳,d:30-34歳,e:35-
39歳,f:40-44歳,g:45-49歳,h:50-54歳,i:55-59歳,j:60-64
歳,k:65-69歳,l:70-74歳,m:75-79歳,n:80歳以上）に分け
る．各グループごとに調査項目の地域愛着についての

回答の内，地域住民に対する愛着についての回答の平

均 ai を求める．この平均を用いた重み行列の i行 j列

図–5 年齢相関

の要素は以下のように定義される．

Wat : wi j = 1/|ai − a j|

(57)

ただし wii = 0とする．これが心理的距離による重み行
列Wat である．

(3) 分析結果

前節で設定した被説明変数 y及び説明変数 X，重み
行列Wg,Watを用いて，日南町のデータについて推計を

行った．分析対象活動として「小地域懇談会」「文化祭」

「ふれあい交流会」「ゲートボール」の４つについて行っ

た．それぞれの活動ごとのデータセットの有効サンプル

数は「小地域懇談会」が 1277,「文化祭」が 1208，「ふれ
あい交流会」が 1119，「ゲートボール」が 1132である．
事前分布のハイパーパラメータをそれぞれ c = 0L，

Σ = 0.2IL，α = 101，ν = 10とした．以上の初期設定の
下で，MCMC法によりサンプリングを行った．最初の
2000個は初期値に依存する部分として棄てて，その後
の 8000個の標本を記録した．表-4，表-5はWg,Wat を

用いた推計結果である．各変数の事後平均値のうち，90
％信頼区間に０の値を含まない変数の値を記している．

表-6,表-7はそれぞれWg,Wat を用いた際の θの推計結

果である．ある家計が属しているグループから活動参

加選択に受ける影響を示している．まず，表-4，表-5か
ら空間相関の程度を表す ρに関しては全ての結果にお

いて正の有意な値を示している．つまり，家計の活動参

加選択行動は地理的なネットワーク，年代ごとの心理的

ネットワークのどちらからも正の影響を受けているこ

とがわかる．地理的影響が強い活動としては「ゲート

ボール」であり，比較的弱い活動は「文化祭」である．

つまり，全町的に行われ活動頻度が少ない活動に比べ

村ごとに行われる定期的な活動が地理的影響に影響を
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表–4 W：Wgeoでの推計結果

変数名Wgeo 小地域懇談会 文化祭 ふれあい交流会 ゲートボール

ρ
事後平均 0.715 0.681 0.871 0.91
Geweke -1.398 0.567 0.212 0.579

家族数
事後平均 -0.156 - - -
Geweke -0.232 - - -

世帯収入
事後平均 - - -0.276 -
Geweke - - 0.337 -

性別
事後平均 0.400 - - -
Geweke -1.336 - - -

年齢
事後平均 - 0.295 0.395 0.859
Geweke - 1.437 -0.420 0.929

農林業
事後平均 0.333 - - -
Geweke -0.205 - - -

民間企業勤め
事後平均 - -0.317 - -
Geweke - 0.681 - -

公務員
事後平均 0.531 0.335 - -
Geweke -1.097 -1.178 - -

居住年数
事後平均 0.521 0.178 - -
Geweke -0.597 0.602 - -

σ2
事後平均 0.203 0.210 0.205 0.214
Geweke 0.128 1.483 0.589 0.461

受けることがわかる．年代ごとの心理的影響が他に比

べ弱い活動は「小地域懇談会」である．つまり全町的

に比較的強制的に行われる「小地域懇談会」には心理

的影響は小さく，各村ごとに行われているボランタリ

な活動が影響を強く受けるといえる．次に βについて

考察する．係数ベクトル βにおいては 90％信頼区間に
０を含む値が多く含まれた．世帯収入，農林業につい

てはほとんど分析において有意な値を得ることが出来

なかった．公務員の推計値が「小地域懇談会」と「文

化祭」で正で有意なので公務員であると全町的な活動

に参加する傾向にあるといえる．最後に θの推計結果

から考察する．表-6は地域ごとのネットワークの影響
であるが全ての値が負となっている．つまり，各村の

各活動に対する思いが家計の活動参加に負の影響を及

ぼしていることがわかる．また各村の各活動に対する

思いとは他の村々とのネットワークによって形成され，

表-6は地理的ネットワークを用いて推計していること
から各村が互いに負の影響を与えているといえる．こ

れは，地理的ネットワークとは近隣の住人との関係か

ら成り立つため，地域の過疎化高齢化により近隣住民

が活動に参加しない選択をする行動に影響を受けて不

参加選択を行っていると考えられる．また表-7は年代
ごとの心理的ネットワークの影響を示している．「15－
19歳」，「50－ 54歳」「65－ 69歳」，「70－ 74歳」の
グループにおいて全ての推計値が正の値を示しており，

他のグループに対して正の影響を与えていることがわ

かる．

(4) 政策的示唆

中山間地域の活性化を図る上で，地域活動と地域の

ネットワークは重要な役割を果たす．本研究ではプロ

ビットモデルを用いて空間相互作用が家計の活動参加

表–5 W：Watでの推計結果

変数名Wat 小地域懇談会 文化祭 ふれあい交流会 ゲートボール

ρ
事後平均 0.229 0.450 0.519 0.466
Geweke 1.112 -1.927 -0.194 0.566

家族数
事後平均 -0.424 - -0.752 -0.849
Geweke -0.333 - -1.183 -1.203

世帯収入
事後平均 - - -0.535 -0.443
Geweke - - 0.043 -1.082

性別
事後平均 0.294 -0.135 -0.352 -0.402
Geweke -0.804 0.604 0.033 -1.291

年齢
事後平均 -0.402 - - -
Geweke 1.74 - - -

農林業
事後平均 0.251 - - -
Geweke 1.103 - - -

民間企業勤め
事後平均 - -0.425 -0.520 -0.895
Geweke - -0.268 0.468 -0.031

公務員
事後平均 0.465 0.233 - -
Geweke 0.119 -0.461 - -

居住年数
事後平均 - -0.150 -0.702 -1.084
Geweke - -0.520 -1.634 -0.682

σ2
事後平均 0.203 0.209 0.204 0.213
Geweke -0.139 1.173 -1.015 -1.136

表–6 W：Wgeoでのθ推計結果

θ(事後平均) 小地域懇談会 文化祭 ふれあい交流会 ゲートボール

日野上 -0.713 -0.798 -1.652 -2.74

山上 -0.685 -0.349 -1.724 -3.269

阿毘縁 -0.579 -0.061 -1.425 -2.215

大宮 -0.576 -0.860 -1.918 -2.277

多里 -0.809 -1.116 -1.783 -2.837

石見 -0.772 -0.746 -1.764 -2.57

福栄 -1.168 -0.926 -2.027 -3.021

表–7 W：Watでのθ推計結果

θ(事後平均) 小地域懇談会 文化祭 ふれあい交流会 ゲートボール

　　１５－１９歳 0.042 0.047 0.115 0.154

２０－２４歳 -0.706 -0.395 -0.134 -0.046

２５－２９歳 -0.086 0.016 0.045 0.055

３０－３４歳 -0.067 -0.032 -0.120 -0.166

３５－３９歳 -0.031 -0.01 -0.069 -0.102

４０－４４歳 -0.066 0.036 0.06 0.073

４５－４９歳 0.034 -0.071 -0.114 -0.096

５０－５４歳 0.043 0.043 0.097 0.124

５５－５９歳 -0.031 -0.111 -0.159 -0.179

６０－６４歳 0.105 -0.03 0.001 -0.066

６５－６９歳 0.284 0.117 0.115 0.045

７０－７４歳 0.254 0.252 0.159 0.234

７５－７９歳 -0.019 -0.014 -0.009 -0.012

８０歳－ -0.024 -0.016 -0.01 -0.012

選択に及ぼす影響の究明を試みた．推計結果から各活

動の ρの推計値が有意であったため，ネットワークの

影響の存在と依存度を確認することが出来た．地理的

ネットワークを用いた推計からは，地理的ネットワー

クに影響を受けていることが確認できたが，互いに負

の影響を与えていることが判明した．地域間のネット

ワークからの影響は確認されているため，地理的距離

から考えて各村の中心となる村の思い入れが強くなる

活動を行うことで他の村に影響を与え，活動を活性化
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させるといった政策が考えられる．心理的ネットワーク

を用いた推計からは，他のグループに正の影響を与え

るグループの存在を確認することが出来た．そのため，

大きく正の影響を与えるグループと他のグループとの

心理的距離を近づけるための大々的なコミュニケーショ

ンの場を設けるといった政策が考えられる．

7. おわりに

近年，過疎化，高齢化により中山間地域のソーシャ

ル・キャピタルが弱まってきている．そこで本研究にお

いてはソーシャル・キャピタルと地域活動の関係に着目

し，社会的相関のある地域活動を識別するために，空

間プロビットモデルを用いた地域活動の選択モデルを

提案し，ネットワークまたは「地域活動への思い入れ」

が地域活動への自発的な参加に及ぼす影響について日

南町を対象とした事例分析を行った．

以下では，各章で考察した問題の概要と，得られた

結論について簡単に示す．2章では，ネットワーク外部
性に関する既存の理論及び空間的自己相関モデル論を

整理し，どのようなモデルを用いて分析を行うかを示

した．3章では，空間計量経済学の知見を基にコミュニ
ティ活動参加モデルを導出した．４章では，マルコフ

連鎖モンテカルロ法を用いた推計方法について説明し

た．5章では，モデルを日南町での現地調査から得られ
たデータに適用し実証分析を行った．対象地域にて行わ

れている地域活動への参加行動には日常的な交流相手

とのコミュニケーションが重要な役割を果たしている

との想定の下に，地理的距離によって規定される重み

行列，地域愛着により規定される重み行列を設定して，

コミュニティ活動参加モデルによる分析を行った．そ

の結果，ρの推計値が有意な値であることを確認するこ

とでネットワークの影響の存在を確認し，θの推計値を

求めることでグループに属することで受ける影響，あ

るグループが他のグループに与える影響を推計し，そ

の結果から考えられる政策の提案を行った．

本研究では，中山間地域におけるネットワークの影

響が地域活動にどの程度影響を受けているかを分析し

た．しかし，日南町で行われるすべての活動について

の分析が行われていない．そのため今後の本研究の方

針としてはすべての活動についての分析を行い比較を

する必要がある．また，地域活動がネットワークをさ

らに高めるのかという点については明らかになってい

ない．よって地域活動を行うことがネットワークに及

ぼす影響を定量的に評価するモデルの開発に今後取り

組み，自発的集団行動とネットワークの関係に対する

知見を蓄積する必要がある．
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